住宅耐震改修工事に伴う固定資産税減額申告書

令和　　年　　月　　日

萩　市　長　あて

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申　告　者　　※自署又は記名押印
（納税義務者）　ﾌﾘｶﾞﾅ

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電　話（　　　　）　　－　　　　　

　下記家屋について、地方税法附則第１５条の９第１項の規定に基づき、住宅耐震改修工事に伴う固定資産税の減額措置の適用を受けたいので、事実を証する書類を添えて申告します。

	家屋の内訳
	所在・地番
	
	家屋番号
	

	
	種類（用途）
	
	構　造
	
	持家の種類
	□一戸建て

□マンション

	
	床　面　積
	．　　㎡
	居住用床面積
	．　　㎡

	
	建築年月日
	．　．
	登記年月日
	．　．
	改修工事

完了年月日
	．　．

	
	改修工事費用
	　円（ただし、耐震改修工事に該当するものの総額）

	【工事完了後３ヶ月以内に申告書を提出できなかった理由】

	状況確認

　本申告書記載の内容を審査するにあたり、固定資産税担当課が市各業務担当課へ照会することに

同意します　　・　　同意しません

※　該当するものを○で囲んでください。同意されない場合、審査を行う上で添付書類以外の書類が必要となった際、その都度提出していただくこととなります。


☆下記処理欄は記入する必要がありません。

	処　理　欄
	【受付確認欄】

· 改修工事完了から３ヶ月以内である

· 記載内容に漏れがない

· 必要な添付書類が揃っている
	受　付　印
	処　　理　　日

	
	
	
	令和　　年　　月　　日

	
	
	
	担当者
	確認者

	
	
	
	
	


*　添付書類等については、裏面に記載しております。
概要

昭和５７年１月１日以前から所在する住宅について、現行の耐震基準を満たす改修工事が行われた場合、当該住宅（１戸あたり１２０㎡分までを限度）に係る固定資産税額を以下のとおり減額します。

	工事完了年月日
	減額の期間
	減額割合

	平成１８年１月１日

～平成２１年１２月３１日　
	完了した年の翌年度から３年分
	１／２

	平成２２年１月１日

～平成２４年１２月３１日　
	完了した年の翌年度から２年分
	１／２

	平成２５年１月１日

～平成２７年１２月３１日　
	完了した年の翌年度から１年分
	１／２


· ただし、改修費の合計が５０万円超（平成２４年末までの契約の場合は３０万円以上）であることが要件となります。

添付書類

· 納税義務者の住民票の写し（ただし、市内に住民票がある方は不要です）

· 建築士等による住宅耐震工事（地方税法施行規則附則第７条第６項の規定に基づく）証明書

· 改修工事に係る明細書（当該改修工事の内容及び費用の確認できるもの）

· 領収書（改修工事に係る費用を支払ったことを確認することができるもの）

記入上の注意

· 改修費の欄には、耐震改修工事にかかる費用のみを記入してください。

· リフォーム等を含めた工事を行った場合、リフォーム部分にかかる費用については対象外となります。

· 工事完了後３ヶ月以内に申告書を提出できなかった理由の欄には工事完了日から３ヶ月以内に申告書を提出できなかった場合のみ記入し、なるべく理由を詳しく記入してください。

その他

耐震改修に係る費用の一部について、所得税の控除が受けられる場合があります。

問い合わせ先

　　萩市役所　課税課　固定資産税係　ＴＥＬ　０８３８－２５－３５４３　（減額内容、申請等について）

　　　　　　　　　建築課　指導係　ＴＥＬ　０８３８－２５－３６９３　（改修工事の内容、証明等について）

